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親会社及びその他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

 

 平成 29年９月 26日付で、当社の親会社であったケアネット・イノベーション投資事業有限責任組合が、

以下のとおり、親会社に該当しないこととなり、新たに、その他の関係会社に該当することとなりましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動に至った経緯 

  当社は、本日、当社の親会社であるケアネット・イノベーション投資事業有限責任組合（以下「ＣＮＩ

投資組合」）より、当該企業による当社普通株式の株券等保有割合変更に関する変更報告書（大量保有）を

関東財務局長に本日付で提出する旨の連絡を受け、異動の事実を確認いたしました。 

 これに伴い、ＣＮＩ投資組合が所有する当社の議決権割合が減少した結果、平成 29年９月 26日付で当

社の親会社に該当しないこととなり、その他の関係会社となったものです。 

今回の異動はＣＮＩ投資組合の出資者の一部が、ファンドへの出資から当社株式の直接所有に切り替え

たため、ＣＮＩ投資組合が所有する当社の議決権割合が変動したものであり、ＣＮＩ投資組合と当社の間

で平成 21年２月 17日に締結した資本提携に変更はございません。当社はこれまで、ＣＮＩ投資組合と協

力関係を築きながらも、独立性を確保し事業を行ってまいりました。資本関係の変更後も、ＣＮＩ投資組

合との関係性を維持し、更なる企業価値の向上を図ってまいります。 

 

２．異動した株主の概要 

 

（１） 名 称 ケアネット・イノベーション投資事業有限責任組合 

（２） 所 在 地 東京都港区北青山三丁目５番６号 

（３） 設 立 根 拠 等 投資事業有限責任組合契約に関する法律 

（４） 業務執行組合員の

概 要 

名 称 株式会社ミレニアムパートナーズ 

所 在 地 東京都港区北青山三丁目５番６号 

代表者の役職・氏名 代表取締役 秦充洋 

事 業 内 容 投資業 

資 本 金 5,300万円 

（５） 上 場 会 社 と 

相 手 先 の 関 係 

上場会社と相手先の 

間の出資の状況 

平成 29 年６月 30 日時点における当該株主の持

株比率は 50.57％であり、議決権比率は 51.64％

です。 



 

 

上場会社と業務執行 

組合員の関係 

特筆すべき資本関係・人的関係・取引関係はあ

りません。 

 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数及び議決権所有割合 

 

 属性 
議決権の数（議決権所有割合） 

直接所有分 合算対象分 計 

異動前 

（平成 29年６月 30日現在） 
親会社 

27,938個 

（51.64％） 
― 

27,938個 

（51.64％） 

異動後 
その他の 

関係会社 

26,164個 

（48.36％） 
― 

26,164個 

（48.36％） 

（注１）議決権所有割合は、平成 29年６月 30日現在の発行済株式総数 5,524,000株から、同日現在の議

決権を有しない株式数 113,600 株を控除した総株主の議決権の数 54,104 個を基準に算出してお

ります。なお、当社は、2013年４月１日付で普通株式 100株を１単元とする単元株制度の採用を

しております。 

（注２）議決権所有割合は、小数点第三位を四捨五入して表示しております。 

（注３）上記は、当該株主より提出された大量保有報告書（変更報告書）に基づいて記載しており、当社

として当該株主名簿の議決権数の確認ができたものではありません。なお、当社は、平成 29 年

10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を実施しておりますが、異動後に

おける議決権の数は、当該大量保有報告書に基づき株式分割前の株式数を前提に算出したものと

なっております。 

 

４．開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

該当事項はありません。 

 

 

５．今後の見通し 

当社とＣＮＩ投資組合は、医療機関に対する医薬品・医療情報提供体制の更なる強化を軸とした資本提携

を平成 21年２月 17日に合意し、ＣＮＩ投資組合はその合意に基づき当社の株式を取得しております。また、

本異動後もＣＮＩ投資組合は当社のその他の関係会社として、引き続き当社の主要株主である筆頭株主であ

ります。 

なお、本異動に伴う当社の業績等への影響はありません。 

 

以 上 


